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第 1号発電用原子炉の圧力容器用鋼板の

脆性破壊強度について

池田一夫＊

木原

茨城県東海村に建設された日本原子力発電株式会社

の第 1号原子炉に使用した原子炉圧力容器用鋼板の初

期脆性破壊強度を，中型および大型 Robertson試験

によってしらべ，原子炉完成後の Pressuretest時の

温度決定の資料を得るとともに，中性子照射による脆

化のかわりに高温予歪による脆化を，小型試験として

のVノッチシャルビー試験結果から検討し，両者を比

較した。

1. 緒 言

1956年英国から最初の原子力発電炉を導入すること

がきまり，日本原子力発電株式会社が設立され，現在

電気出方 166,OOOkWのコールダー・ホール改良型厭子

炉が，東海村において建設中である。，日本原子力発電

株式会社の 2号炉は，日本海に面した敦賀地区に建設

されることがきまっており，このほか 3電力会社の計

画をふくめて， ここ数年のうちに日本の原子力発電

は， 100万kWをこえることが予想される。 (I)

このような大型原子炉を建設するためには，設計上

いくつかの点について検討しなければならないが，と

くに脆性破壊に対する考慮が必要とされる。

完成後に実施される pressuretest時に脆性破壊を

生じてはならず，使用中における中性子照射脆化によ

る追移温度の上昇について，適格な見積もりをするこ

とが極めて重要である。

2. 脆性破壊強度の基準

一般に鋼材の脆性破壊特性として，脆性破壊発生特

性および伝播停止がしらべられるが，原子炉圧力容器

用鋼板の場合には，その安全性確保の意味から後者を

pressure test の温度決定の柚礎とすることが， 日英

両国の専門家の間でとりきめられた。
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Nichols<2>らもその点を強調しており，常に圧力容

器を脆性亀裂が伝播しうる最高温度以上に保つことを

要求している。

米国において設けられている使用温度を， NRL落

重試験のNDT温度プラス 60°F以上に保つべきであ

るという柚準も，同様の考え方によるものである。(3)

この目的にそっていくつかの試験方法が提案されて

いるが，つぎの 3試験法が大型試験として最も良くし

られている。

3. 亀裂伝播停止試験法

1. Robertson試験（温度勾配型および平坦型）

2. 二重引張試験（同上）

3. ES S 0試験（同上）

これらはただ亀裂の発生方法が異なるだけで，いず

れも応力と亀裂の停止温度の関係をあたえる。さきに

著者の 1人(4)は，温度勾配型ESSO試験をもちいて

脆性亀裂の伝播および停止特性をしらべたが，ここで

は圧力容器のガスダクトの部分で切りとった板厚 92

mmの鋼板から， Robertson試験片を採取して亀裂停

止温度を決定した。

すなわち，まず板厚 50mmの厚板について温度勾

配および平坦温度型の中型 Robertson試験をおこな

ったのち， 板厚 80mmのものについて同様に大型

Robertson試験をおこない， 板厚効果などを検討し

た。

4. 初期脆性破壊伝播停止特性

4. 1 供試鋼材

東海村発電所用の鋼板は，原子炉圧力容器用として

要求される諸特性のうち冷却ガスに対する耐蝕性のほ

か，とくに極厚板の溶接性と低温切欠靱性ができるだ

けすぐれたものが必要であり，アルミキルド細粒鋼で

ある Colvilles社製 Coltuf28鋼板が採用されたが，
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表 1 化学成分および機械的性質

Chemical Compositions (%) 

-- I I I C I Si I Mn I P : S 

0.11/0. 12:0. 22/0. 23,1. 22/1. 25 て国仁 0.018

-- -I_ 1 ／ー四5-•-•1 心塑

Tensile Properties I Notch Ductility 

-Y.P. I T了s. IE.L. E-40 I VTrsI pTrs 
(kg/mmり(kg/mmり＿（％）ー一(kgm)-l(°C)-(-0-C) 

32. 9 / 3 6. 6 | 47. 6/ 50. 11 33. 05. 2 / 8. 8 i -45 1 - 25 
i / 41. 0 

材質の点から，その後日本製鋼所製原子炉圧力容器用

鋼板 (Coltuf28同等種）にきりかえられた。これら

の鋼板の化学成分および機械的性質を，表 1に示す。

実際の使用状態を考慮して，応力緩和処理ずみの容

器のガスダクトを切りぬいた鋼板から試験片を採取し

た。

しかがって実際の板厚は 92mmであるが，曲がり

をとるために機械切削し， 大型試験片では板厚を 80

mm, 中型試験片では 50mmとした。

4. 2 試験片

鋼板の脆性破壊伝播停止特性をしらぺる試験法とし

て技術導入先の英国で広くもちいられている Robert-

son試験が採用された。

大型試験片は図 1に示すように切欠としてプレスノ

ッチをもちい， 250°CX 1時間の歪み時効をおこなっ

て脆性亀裂の発生を容易にした。中型試験片は図 2に

示すようにESSO試験片と同じ切欠で，とくに切欠

底部を局部的に焼入れして脆化させて，小さい打撃工

ネルギーで脆性亀裂の発生を可能にした。これらは英

国でもちいられている切欠とは異なっているが，脆性

亀裂の伝播停止特性をしらべる場合には，亀裂発生部

の切欠形状や亀裂発生法は影響しないので上記の切欠

をもちいた。これらの試験片は，いずれも Robertson

試験の特徴である試験片端部溶接残留応力を除去す

るために塑性変形させる薄板を溶接しているので，

Robertson試験片と称することができよう。

4. 3 試験方法

中型試験の場合，運輸省船舶技術研究所 船体構造

部の 300ton構造物試験機をもちい，大型試験の場

合，同所 溶接工作部の 4000tonテストリグをもち

いた。

いずれの場合も試験片の亀裂伝播線上に12点鉄ーコ
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ンスタンタン熱電対をパーカッションによ

り溶接して温度分布を計測した。

脆性亀裂の発生装置として，中型試験の

場合は窒素ガス圧をもちいる高圧打撃装置

を使用して lOOkgmの打撃エネルギーを

あたえ，大型試験の場合は落重装置により

120kgmの打撃エネルギーをあたえること

によって亀裂を発生させた。

原子炉の Pressuretest時の，鋼材の応

力 15kg/m面の場合の脆性亀裂停止温度

をもとめるためには， 原厚に近い板厚 80

mmの大型 Robertson試験での停止温度

をしらべる必要がある。しかし供試材の大

きさおよび数量に制限があるので，まず板

限 50mmの中型 Robertson試験をおこ

なった。すなわち，温度勾配型の試験を平

均応力 12.8および 8.5kg/mm2でおこな

い，停止亀裂長さと試験片の幅の比により

応力値を修正して，応カー停止温度曲線を

もとめた。

つぎにこれによって，平坦温度型の中型

Robertson試験の平均応力 12.8kg/mm2

の場合の停止温度を推定し，その温度をは

さむ上下の温度で平坦型の試験をおこなっ

て停止温度をもとめた。

この中型試験による板厚 50mmの場合

の平坦型の停止温度を参考にして，板厚 80mmの平

坦温度型大型 Robertson試験をおこなって，平均応

力が 15kg/mm2の場合の停止温度をもとめた。なお

参考のために温度勾配梨大型試験を 1枚追加した。

4. 4 中型 Robertson試験結果

機械切削により板厚を 50mmに減厚した試験片に

よる試験結果は，つぎの通りである。

(a) 温度勾配型 Robertson試験

応力が 12.8kg/mm2の場合の温度勾配型 Robert-

son試験の温度分布を，図 3(b)に示す。図中に shear

lipの幅が増加しはじめた位置までの亀裂長さ (Is)

と温度，亀裂停止位置と温度を示す。図より停止亀裂

長さによる修正応力が 17kg/mm2の場合の，脆性亀

裂停止温度 TaGは 18°C である。

つぎに応力が 8.6kg/mm2の場合について温度勾

配型の試験をおこなったが，図 3(a)に示すように停止

温度は 13°c, 亀裂長さが 240mmであるので，修

正応力は 10.4kg/mm2となる。これらより温度勾配
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図3 中型試験（勾配型）の温度分布およ

び亀裂伝播速度と亀裂長さの関係
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図5 勾配型（日本の定義）および平坦型二重

引張試験の停止温度 TaF,TaG間の差(5)

型の応力—停止温度曲線は，図 4 のようになる。図よ

り応力 15kg/mm2における停止温度 15TaGは 17°C

になる。

なお，試験片での停止亀裂長さによる修正応力係数

はつぎのようになる。すなわち，一様応力 Poに対し

て有限幅の場合は亀裂先端において応力集中度が高く

なり，一様応力が Pの場合に相当する応力を生じる。

この比 p/poは亀裂長さ lと全幅Bの比 r=l/B の

関数 f(r)であるが f(r)は次のようになる。

-80 
←eo -60 -40 -20 0 20 40 60 

I so thermal Ar res↑ Temperature, deg Cent 

図6 勾配型（英国の定義）および平坦型 Robert・
son試験の停止温度 Taa,TaFの関係(2)
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300 

中型試験の平坦型温度分布

3:,0 400 

通常，日本でもちいられている定義，すなわち脆性

亀裂停止位置からもとめた勾配型停止温度

(TaG) を基準にして，平坦型の停止温度

(TaF) をもとめるために，日本溶接協会

鉄鋼研究委員会の資料(5)をもちいた。両温

間の差は図 5より次式であらわされる。

TaF=Taa-16(°C) …•••(2) 

したがって， TaFの推定値は 1°cであ

る。

一方，英国でもちいられている定義，す

なわち shearlipの幅が増加しはじめた位

置からもとめた勾配型停止温度 (TaG) を

基準とする場合には， Nicholsら(2)による

図6をもちいた。この場合には次の関係が

ある。

TaF=Taa+20(°C) …•••(3) 

したがって，この場合の T町の推定値

は5°Cである。これらにより TaFは 1~

5°Cであると推定される。

(b) 平坦温度型 Robertson試験

つぎに， 実際に平坦温度型 Robertson

試験をおこなって停止温度 TaFをもとめ

た。図 7に平坦型の温度分布を示す。応力

はいずれも 12.8kg/mm2である。

同(b)図の場合は十分良好な平坦型の温度

分布を示していないが，試験片の幅の60%

(268) 
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で温度が＿4°cであったので，これを有限幅の影響

をいれて修正すると， 図4に示すように応力 15.5

kg/mm叫温度ー4°cで G。というデータになる。

図7(a)は平坦温度が 0°Cで伝播した場合の温度

分布を示す。図 7(c)は亀裂が 3段階で止まったもの

で，最初に 180mmの位置で停止したことが，写真

1からわかる。図 7(c)に亀裂が停止した位置を，それ

ぞれ示す。

これらのデータを応力と温度で示すと，図 4のよう

になる。同図から応力が 15kg/mm2での平坦温度型

の停止温度は 4°cであって，前述の勾配型からもと

めた推定値によく合うことがわかる。

ちいた。

板厚 50mmの中型 Robertson試験の結果，応力

15kg/mm2の場合の勾配型停止温度 1,TaGは 17°C

であったので， こ・れから板厚効果を考慮して，板厚が

80mmの場合の温度勾配型の停止温度を推定しなけれ

ばならぬ。これまでわが国でおこなわれた板厚効果の

研究としては， 日本造船研究協会第37研究部会(6)およ

び日本溶接協会鉄鋼研究委員会(5)の温度勾配型二重引

張試験による研究があるが，これらはそれぞれ最大板

厚が 50mmおよび 45mmで，図 8に示すような板

厚の影響がしられている。

したがって今回のように板厚が 50mmをこえる場

合の，日本での実験データは皆無である。機械切削の

場合の板厚効果を示す図 8からみて板厚が 30mmを

こえると，板厚の影響がなくなることが考えられる。

また英国での板厚が 25-75mmの場合の実験結果

では，板厚増加にともなう停止温度TaGの上昇は 0.4

°C/mmであるという報告と，上昇しないという報告

がある。

したがって，板厚 80mmの大型 Robertson試験

の温度勾配型停止温度 TaGを推定する際， これらの

うち，どのデータをもとにすべきか問題になったが，

o.,... 50'・・ ioo・・・ ・)M 加 2bO.'Ji卯

写真 1 中型試険の平坦型試険片の破面
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4. 5 大型 Robertson試験結果 。
大型試験片をもちいた Robertson試験では，応力 >
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図8 勾配型停止温度と板厚の関係
（機械切削の場合）（5）
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一番安全側にとって停止温度が 0.4°C/mmの上昇率 図9 大型試験（勾配型および平姐型）

を示すものと考えると，応力が 15kg/mm2の場合の の応カー停止温度曲線

温度勾配型停止温度 15Taaは 29°c と推定される。 止温度 15TaFは， 6°C とみなされる。したがって，

したがって平坦温度の場合の，停止温度 15TaFの推定 前述の中型試験結果と，英国でのべられている温度上

値は 13°cとなる。 昇率 0.4°C/mmをもとにして推定した値よりも 6°C

実際におこなった平坦温度型試験の結果を図 9に示 低い。

す。図から pressuretest時の応力における平坦型停 その後，もう 1枚の試験片をもちいて，温度勾配型
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勾配型および平坦型の停止温度と板厚の関係

Robertson試験をおこなった結果，停止温度は 19°c

であり，亀裂長さは 408mmであるので，修正応力は

17. 5kg/mm2になる。 この停止温度は前述の中型試

験結果からもとめた推定値よりも約 10°c低くなって

おり， 板厚増加による遷移温度上昇率が 0.4°C/mm

ではなく， 30mm以上の板厚ではほとんど遷移温度は

変化しないというデーターの方がよいことがわかる。

4. 6 遷移温度

さきに，日本原子力発電AT委員会での試験で供試
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図11 塑性表面エネルギーと絶対温度の

逆数の関係（板厚50mmの場合）

（切0)

100 

材と同種の鋼材を再圧廷して，板厚 20mmとした試

験片について温度勾配型および平坦型のESSO試験

がおこなわれた。（7) ただし，大型および中型試験にも

ちいた供試材のような焼なましはおこなわれていな

い。この場合の勾配型および平坦型停止温度は，それ

ぞれー16°Cおよびー35°cである。

庄廷により板厚を減少させると，機械切削による場

合よりも細粒化されて切欠靱性は良くなる。日本造船

研究協会第37研究部会(6)の研究によると，板厚を減少

させるのに，機械切削による場合，板厚 30mm以下

では約 l.5°C/mmの割合で温度勾配型停止遷移温度

が直線的に低下するが，圧廷による場合は平均変化率

が3°C/mmの割合で遷移温度が低下する。

AT委員会での板厚 20mmおよび著者らの板厚 50

mm, 0mmの温度勾配型および平坦温度型の停止温

度 Tao, TaFを図10に示す。図より，板厚が 20mm

から 50mmに増加した場合， TaG は一16°Cから

17°Cに上昇している。

前述のように板厚 30mm以下で圧廷により減厚し

た場合の変化率が3°C/mmであることから，板厚30

mmでは 14°c と推定され， 30mm, 50mmおよ

び 80mmの遷移温度から，板厚 30mm以上での遷

移温度上昇率は約 0.1°C/mmになる。

温度勾配型停止温度 TaGと平坦型 TaFの差はA T

委員会の板厚 20mmの場合 18°Cであり，著者らの

板厚 50mmおよび 80mmの場合，それぞれ 14°c

および 13°cとなっており，前述の日本溶接協会鉄鋼

研究委員会の板厚 20mmの場合の結果は平均 16°C

となっている。したがって TaGとTaFとの差は板厚

にかかわらず，ほぽ一定とみなしてよいであろう。

4. 7 塑性表面エネルギー

鋼材の材質の優劣を示すものとして塑性表面エネル

ギー，すなわち新しい破面を形成するに要するエネル

ギーの大きさが重要な意味をもっている。高速で伝播

中の脆性亀裂の場合の塑性表面エネルギーを亀裂伝播

速度の計測値からもとめる方法が， さきに著者の 1

人(8)により提案された。脆性亀裂伝播速度の計測に

は，箔歪みゲージを亀裂線上に貼付し，亀裂の進行に

つれての動的歪みー時間曲線から歪みゲージ間の経過

時間をもとめ，歪みゲージ間の距離から平均速度をも

とめた。

亀裂伝播速度がVのときに運動エネルギーを考慮し

た動的エネルギ一条件の実験式を，一様温度型のES

so試験での計測値からもとめると次式のようにな



る。

冗P2l

-E(l+mが）2=2S ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4) 

ただし， p＝応力，［＝亀裂長さ， E=ヤング率， S

＝塑性表面エネルギー， a=V/c,c＝平面縦波伝播速

度， m＝定数で 100としてよい。

板厚が 50mmの試験片において平均応力 8.5kg/

mm2の場合（停止位置における修正応力値は 10.4kg

/mm2) の温度分布および亀裂伝播速度の計測結果を

図3(a)に示す。

図より，亀裂伝播速度は高温側に亀裂がすすむにつ

れて低下し，限界速度に達すると急激に停止すること

がわかる。 この速度以下では脆性亀裂が伝播できな

いという限界亀裂伝播速度は 330m/secで，板厚 20

mmの場合には 360m/secであった。

(4)式をもちいて各亀裂長さと亀裂伝播速度の関係

から塑性表面エネルギーをもとめ，その対数と，亀裂

長さ位置に対応する絶対温度の逆数の関係をもとめ図

11に示す。図より両者の間に直線関係があり，次式に

よりあらわされる。

k 
S=S。e-TK........................... C 5) 

ただし，材料定数 S。および Kの値は表 2に示され

ている。なお，前述の限界亀裂速度から，（4）式によ

って停止位置の限界塑性表面エネルギーをもとめると

1. Okgmm/mm2となる。

4. 8 Pressure test時の温度

日本原子力発電の第 1号発電用原子炉圧力容器用鋼

63 

表 2 塑性表面エネルギーの材料定数 So,k 
（板厚 50mmの場合）

t p s。 I K 
(mm) I (kg/mmり (kgmm/mmり (OK)

20 I 15 I 7.66x109 I 5.56x103 

50 I 10 I 1. 91 X 1012 I 8. 06 X 103 
--~~~-------

5. 中性子照射と高温予歪脆化

原子炉圧力容器は操業中に中性子の照射をうけるの

で，設計の際にその影響を見梢もらなければならな

い。

実際の原子炉の脆性破壊特性をしらべるには，大型

試験をもちいるのがのぞましい。しかし，・中性子照射

をうけた鋼板に関する大型試験は多額の費用と時間，

大型試験機などを要するので工業的試験として，ある

いは原子炉のモニターとして脆化をチェックするため

にはVノソチシャルビー試験片を使用することがのぞ

ましい。

さきに日本原子力発電AT委員会で中性子照射によ

る脆化のかわりに，高温予歪による脆化をVノッチシ

ャルビー試験によりしらべたので，これらを英国およ

び米国において中性子照射による脆化をしらべた試験

結果と比較検討した。

Cottreu<9)は，遷移温度の上昇△Tと中性子線量 ¢t

(1018neutrons/ cm2を単位にする）の関係を次式であ

た．うた。

△T=17. 5(<pt)1/3••.. ・・・・.. ・・・・・・・・・・・ (6) 

板の脆性破壊停止温度は， 6°Cと

推定された。これをもとにして，

日本原子力発電は安全を期して最

低 20°cの温度で pressuretest 

をおこなうことを決定した。 p 

pressure testは昭和39年 1月 ~ 100 

下旬におこなわれ，プースターに 各

よって内圧を 25気圧まで加圧し き

た。 200カ所に貼付した歪みゲー g 
ジによって平均 15kg/mm2,最 ~ 50 

大 24kg/mm2の応力が記録され

たが， dye checkによっても微

小亀裂も見出だされなかった。す

なわち pressuretestは成功袖に

終了した。

I C, C)’-

。

＾ 

05 I 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 

Neu↑ron Dose (units of 101● n/cm) 

図12 Vシャルピー破面遷移温度上昇量と中性子線量の関係(2)(3)

(271) 
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図14 230° Cでの予歪量と中性子線量の関係

（同一遷移温度上昇量）

しかし最近の実験によれば，△T は (¢t)山 に比

例する結果が出ている。

Nicholsら(2)によると，コールダーホールの原子炉

でのアルミキルド細粒鋼に関する照射実験でも図 12

に示すように， Vノッチシャルヒ゜一遷移温度の上昇が，

(¢t)1んに比例することがみとめられている。

米国においても Pelliniら(3)により，中性子照射に

よる Vノッチシャルヒ゜ー遷移温度上昇の実験がおこな

われている。このうち Nichols らの実険と比較的鋼

種および照射条件の似ているもの (A201, A212-B) 

を図12にあわせてプロットした。同図から大体 5x

1018 neutrons/cm2以上の中性子線量に対しては，△

Tex: (</>t)しの関係が成り立つようであるが， 3X 1018 

neutrons/cm゚ 前後のデータはそれよりも小さい。

寺沢，大谷らCIO) は高温予歪が最も鋼材を脆化させ

るのは， 200-300°Cでの予歪であることを示した。

AT委員会（7) では第 1号発電用原子炉の使用温度が

(272) 

230°Cであることを考慮して，原子炉にもちいられた

アルミキルド細粒鋼について 230°Cにおいて 2.5~

10彩の塑性歪みをあたえたのち脆性試験をおこなっ

た。それによると図13に示すように，塑性歪みの増加

につれて遷移温度は直線的に上昇する。

同じ遷移温度上昇量に対応する予歪量と，中性子照

射量の関係を図14に示す。 10％の高温予歪による遷移

温度の上昇は 150°Cで， 4.8 X 1018 neutrons/ cm2の

中性子照射による値と等しくなっている。

6. 結論

日本原子力発電の第 1号原子炉圧力容器用鋼板につ

いて，中型および大型 Robertson試験をおこなって

脆性破壊伝播停止特性と板厚効果をしらべた結果，板

厚 92mの原厚の場合の pressuretest時における応

カでの平坦温度型停止温度は 6°C と推定され，最低

20°cで pressuretestが実施され成功袖に終了し

た。

またアルミキルド鋼の場合 10%の予歪による遷移

温度の上昇は 150°Cで， 4.8 x 1018 neutrons/ cm~ の

中性子照射による値に等しい。

木試験研究の一部は日本原子力発電株式会社の依頼

によるものであり，本報告の発表およびAT委員会に

おける資料の引用を許可されたことに対し，深く感謝

する次第である。

なお，実験を実施するにあたっては，船舶技術研究

所船体構造部 中島，北村，高橋各技官，村上，浜野

両君および溶接工作部小倉部長，大熊，三好両技官の

協力を得たことを記し，感謝の意を表する。

本研究の一部は東京大学船舶工学科学生岡林邦夫君

の卒業論文の一部としておこなわれた。
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~TPDR の運転

高 田 良 夫＊

Operation of JPDR 

Yoshio TAKADA 

Operation experience in JPDR was discussed. Stepwise sequences of plant. start-up, shut-

down and scram recovery were briefly stated. 

Problem area in water treatment, which is important in direct cycle boiling water reactor, 

were pointed out. Method of routine check aprl maintenance of equipment were reviewed. 

まえがき

JPDRで実施している運転操作，点検，保修等につ

いて概観する。初臨界以降の平均燃焼度は 170MWD/

t．程度に過ぎず，運転上の経験も充分に蓄積されたと

はいい難いが，わが国最初の動力炉である点で，なん

らかのご参考になれば幸いである。ちなみに1964年 3

月31日までの運転実績はつぎのとおりである。

原子炉総運転時間 833. 9 hr 

原子炉通気時間 629.9 hr 

原子炉総出力 713.3 MWD 

臨界回数 365 回

発電機総運転時間

発電々力累計

1. 起動操作

404.0 hr 

3,888 MWh 

数週間発電を行なっていなかった状態からフ゜ラント

を起動する場合を例にとると，大体3日間前から各系

統の機器チェックを開始する。その主な内容は

弁チェック：系統の弁の開閉状態が起動可能になっ

ているかを所定のチェックシートによって確認する。

安全系統の弁，スイッチ類で誤動作を避けるため錠を

かけるよう規定されているものが，実際に施錠されて

いるかどうか等も確かめる。

計器チェック：特に原子炉安全系統の計器について

作動状態を確かめる。たとえば中性子計測器の電圧，

ディスクリミネータの設定点，警報， トリップ作動点

＊ 東海支所

の値，感度の検定， スクラム信号を出す計器類のチ

ェック，原子炉主操作スイッチのインターロックのチ

ェック，スクラム空気弁の作動遅れ時間の測定等であ

る。チェックシートは弁，計器あわせて60枚くらいあ

るが，停止期間が短ければそれに応じて内容が簡略化

される。

化学分析：原子炉水の純度が規定値になっている

ことを制御室の計器および実験室の分析により確認す

る。特に電気伝導度 (S1.0μび／cm)，塩素 (sO.01 

ppm)，シリカ (sO.Olppm)， ボロン (sO.Olppm) 

に注意する。塩素量は原子炉冷却系統にステンレス鋼

が多用されているので監視の必要がある。ボロンは，

高圧ポイズン系から弁の瀾洩等によって 1次系に混入

していると中性子経済が悪くなるので問題である。出

力を上昇させると冷却系の各部分に付着していた不純

分が炉水中に出てきて，浄化脱塩器等の負荷が増加す

るので，予備の樹脂の補給，再生は起動前に行なって

おく。

補 機：給水，蒸気系統，排ガス系統を除く大部分

の補機は，発電の有無にかかわらず常時運転している

ので，上記の確認が終了後，復水器真空ボンプを起動

し，タービン発電機のターニングを開始してから，原

子炉の臨界操作に移ることができる。

臨界操作：特殊な試験を行なう時を除いては制御

棒の引抜き順序は 1種類に限定している。炉心周縁の

制御棒から順に 5cmずつ引き抜いて臨界に近づける

（全行程 150cm,本数 16)。臨界に達したことは，中

性子記録計の指示の増加時間から周期を算出して確認

(275) 
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する。最初に制御棒を抜き始めてから約 lOmin間で

臨界に達する。

圧力上昇操作：常温でも反応度の混度係数はわずか

ながら負であるので，炉水を予熱する必要はなく，核

加熱により安定に定格圧力 61.5 kg/cm~ まで庄力上

昇させることができる。この間の熱出力は定格の15%

以下である。冷却材の温度上昇率を 55°C/hr以下に

することを規準にしているので，最も早い場合には 5

hrくらいで定格圧力になる計算であるが， 実際には

つぎのような理由で熱出力だけを任意に上昇させるこ

とができないので，もっと長くかかる傾向にある。

原子炉圧力容器壁温度：制御棒軸シール冷却水が下

方から流入し，一方蒸気流量が少ないため容器頭部の

加熱が遅れ勝ちになるなどの理由で，器壁長手方向の

温度は均ーな割合では上昇しない。このため停止時熱

交換器系のボンプを使用して炉水の循環を助けたり，

主蒸気管のドレイン弁から蒸気を復水器に放出して，

容器頭部の蒸気に運動を与え，この部分の加熱を早め

る操作を行なうことがある。いずれにしても容器の不

均一膨脹による応力を少なくするため，各部分の温度

差が規定の値より大にならないようにするためには，

常時温度記録計を監視して出力を調節してやる必要が

ある。

主復水器真空：直接サイクルの原子炉では，蒸気が

放射性を持っているので，これに直接大気中に放出す

るのは不都合であり，蒸気逃し弁の排気， ドレイン等

はタービン復水器に導いている。したがって，復水器

に充分の高真空（定格720mmHg)が得られていない

状態は heatsink の密封が不完全であるとみなしう

る。そこで真空度が一定値 (560mmHg)より悪いま

まで原子炉圧力を 14kg/cm2以上に上昇させると，

スクラムするような回路が構成されている。機械的真

空ボンプは規定の真空を作れるだけの能力は持ってい

ないので，原子炉圧力が上昇し始めたらタービン軸に

衛帯蒸気を供給してラビリンスパッキンからの空気の

流入を防止する。また空気抽出器に蒸気を送って真空

度を上昇させる。空気抽出器は供給蒸気圧が高いほど

有効であるが，上記のスクラムがあるので任意に上昇

させることはできない。したがって，炉出力は空気抽

出器に充分の蒸気を供給し，かつ真空低下スクラムを

起さないように調節する必要がある。原子炉が低圧の

時， 出力を上昇させすぎると循環が不安定になるの

で，この面でも出力は制約を受ける場合がある。

JPDRの復水器はボイラープラントの脱気器に相当

（町6)

する機能も有しているので，低出力時には加熱用蒸気

を原子炉から羽いて脱気作用を助ける。またホットウ

ェルが比較的大きく作られていて，系統の水量の変動

を吸収するが，別に復水貯蔵タンクから水を供給した

り， 逆に捨てたりしてホットウェルの水位を保持す

る。貯蔵タンクの水はホットウェルの水より低温なの

で，これが流入すると復水温度，真空度に影響する。

その他いろいろの閑連があって原子炉圧力上昇中は復

水器まわりで行なう操作が多い。

関連系統：上記の操作と平行して，給水ポンプ起

勁，蒸気管の加熱， ドレン抜き等の操作が行なわれる

が，細かい点までは触れない。空気抽出器の排気は加

熱器，再結合器，復水器を通ってガスと水に分離さ

れ，ガスは圧縮機により放射能減衰用のタンクに圧縮

貯蔵した後， 煙突から捨てる。水は主復水器にもど

す。これら排ガス系統は空気抽出器使用に先立って作

勁させておく。もっとも現在までのところ核分裂生成

物はガス中には認められず，短半減期の 13Nだけが存

在するので，タンクに加圧貯留は行なわず，ただ通過

させて減衰時間をかせぐだけで充分許容値以下にな

る。

ターピン起動：定格圧力に達したらタービンの暖機

を開始する。冷態起動の場合は約 50min間の暖機で

回転上昇を開始し，さらに 1hrで定格 3,000rpmに

もって行く。危険回転数，各部温度に対する配慮等通

常の蒸気タービンと同様である。

発電機併入負荷上昇：発電機を同期併入した後，負

荷制限器の設定点を上げてタービン制御弁の開度を増

加して負荷をとる。定格出力まで約 30min間で上昇

できる。発電機負荷上昇中，原子炉は手動または自動

制御装置で制御棒を引き抜いて出力を上昇させ，原子

炉圧力が一定に保たれるようにする。原子炉自動制御

装置は炉庄を検出して，これがあらかじめ設定した値

に保たれるように制御棒を動かすもので， 40％程度以

上の負荷をとっている時に使用している。

負荷上昇方法には，上とは逆に原子炉出力に発電機

出力を追随させる方式もある。すなわち，初圧調整装

置（タービン入口蒸気圧力が一定になるようにタービ

ン制御弁を開閉する制御器）を作動させ，制御棒を手

動で引き抜いて原子炉出力を上昇させれば，タービン

はこれに見合うだけの負荷をとり，原子炉圧力は一定

に保たれる。

また，タービンバイパス弁を使用して，原子炉出力

一定のまま発電機負荷だけ増加させる方法もある。こ



のバイパス弁は原子炉の全蒸発量でも消化できる大容

量のものであって，油庄作動の応答の早い弁であるか

ら，原子炉圧力が設定値より増加した場合に，蒸気を

復水器にダンプする逃し弁として使用するものである

が，手動で開閉して負荷調節を行なうこともできる。

すなわち，原子炉出力をあらかじめ所定の値まで上昇

させ，余分の蒸気はバイパス弁で復水器に捨ててお

く。タービンの負荷上昇に応じて弁を閉じて原子炉圧

力を一定に保てば，原子炉の操作は行なわずに負荷上

昇ができる。

2. 停止操作

発電機の負荷を減少し解列した後，制御棒を一斉挿

入して原子炉を停止する。減庄はタービンバイパス弁

を手動で調節し，原子炉蒸気を復水器に遅いて冷却す

ることによって行なう。あまり急速に蒸気を捨てると

圧力容器各部の温度差が大きくなるので，炉水温度と

容器壁温度に注意しながら弁開度を調節する。容器温

度が完全に定常状態まで冷却するのは約 2日間かか

る。早く冷却したい時は停止時熱交換器によって炉水

を循環冷却すればよい。

3. スクラム回復操作

現在までにスクラムは36回報告されている。そのう

ち半数以上は中性子計測系の感度切換スイッチの切換

えを間違えたもので，操作員が習熟して出力試験を開

始してからはこの原因によるものはない。その他は試

験の目的で行なったもの，停電によるもの，過渡状態

の試験中原子炉高圧，高中性子束でスクラムしたもの

等である。これらの原因解析は運転上興味のある点で

あるが，相当長い記述を要するので，ここではスクラ

ム後の回復操作について述べる。

始動時のように原子炉温度が低い場合はスクラムを

起しても回復は容易であるが，負荷をとっている場合

は手早く必要な操作を行なわないと原子炉圧力が低下

して，ますます回復に必要な時間が長くかかる。スク

ラムの原因が明らかで， その原因が取り除かれたら

ば，安全系をリセットしてつぎのような操作を行な

ぅ。

原子炉圧力の低下率をなるべく少なくするため，空

気抽出器の蒸気を止めて浄化脱塩器も停止して原子炉

の熱損失を少なくする。ただしタービンの衛帯蒸気は

供給しておかないと，空気が軸に沿ってケーシングに

流入し，ロータが局部的に冷えて，再起動後振動発生
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の原因となることがある。臨界になる制御棒の位置は

前回の起勁でわかっているから，通常操作では少しず

つ抜いて行く制御棒も 1度に抜く。ただしキセノンの

蓄梢があるから，完全に同じような状態は再現されな

ぃ。スクラム後，原子炉圧力温度は低下しつつあるか

ら反応度は逆に増加しつつあり，制御棒を挿入してこ

れを補償してやらないと炉周期が短くなり過ぎること

がある（大体 50sec以上が望ましい）。通常の起動時

とは炉容器中の減速材の密度が異なるから，中性子計

装系の応答も異なってくる。制御棒を勁かして増倍係

数を増加させて計器が応答することを確認してから臨

界操作を行なう。炉圧が上昇し始めたら空気抽出器を

使用して復水器真空を高めた後，浄化脱塩器を使用状

態にする。 3hr以内に庄力が定格値まで同復した場合

には，暖機を行なわずタービンを起勁し， 約 10min 

間で定格回転数まで上昇させてよい。

4. 水処理

直接サイクルの原子炉は，作動流体が 1系統である

から，炉自体の機構は簡単であるが，反面，補助装置

が多少複雑になる。その 1例は水処理であって，原子

炉を通過した流体がフ゜ラント全体を流れるため，各部

の放射線レベルを低く保つには，適当な水処理，排水

方法を実施しなければならない。水処理は 4系統の脱

塩器と 2系統のフィルタで行なっている。原子炉水は

炉停止時でも，全出力時給水流量の 5／劣程度を浄化脱

塩器と称する混床式脱塩器に循環させて清浄にし，出

カ運転時にはこの脱塩器を通過させてホットウェルに

祁いている。樹脂は放射能が高いので劣化したものも

再生せず，地下貯蔵タンクに廃棄している。燃料交換

等で原子炉容器の頭部を外ずすと炉水が汚れやすく，

樹脂が早く劣化する傾向があるようである。

復水脱塩器は復水ポンプ出口にあり，原子炉停止中

でもボンプは運転して復水全量を浄化している。混床

式脱塩器で樹脂が劣化した場合は再生して使用する。

出力運転中，復水系統の配管各部から集った異物が蓄

積して差圧が上昇し勝ちで，脱塩器出口圧力，したが

って主給水ボンプの吸込み庄力が低下し，保護回路が

作動してボンプが停止してしまうため炉水位が低下

し，スクラムを避けるため，負荷低減をせざるをえな

かったことがある。

補給水脱塩器はプラントに水を供給する 3床式脱塩

器である。再生用力性‘ノーダの配管が冬期凍結して困

ったことがあったが，順調に運転している場合は 80t

（切7)
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/dayまでの能力があり，建設中配管のフラッシング＿

等に多量に脱塩水を必要とする場合でも，これに応ず

ることができた。

液体廃棄物脱塩器と液体廃棄物フィルタは廃棄物系

統に使用され，前者は混床式で樹脂が劣化した場合は

再生して使用する。後者は炉材にケイ藻土を使用する

プリコートフィルタである。液体廃棄物処理のやり方

は，放射能が高く純度の比較的よい機器ドレイン等

と，放射能はそれほど高くないが純度の悪い床廃水，

脱塩器再生廃水等とが，それぞれ別のタンクに一たん

収容され，前者はフィルタと脱塩器，後者はフィルタ

のみを通してサンプルタンクに移して混合分析して，

放射能が 10-3μc/cc以下で，化学的純度も原子炉水に

使用可能な程度に良好なものは復水系統にもどして再

使用し，純度の悪いものは復水器冷却用の海水で薄め

て許容濃度以下にして海洋投棄する。現在までのとこ

ろ，高くても 10-5μc/cc程度であるので，薄めた状態

では充分許容値より低い。平均の海洋投棄量は 20t./ 

day程度である。

燃料プールフィルタは使用済み燃料を収容するフ゜一

ルの水を浄化するプリコートフィルタである。透明度

が悪いと内容物が見にくいので，常時炉過しておかな

ければならないが，オープンタンクであるので汚れ方

も早い。

これらの水処理系統は互いに密接に関連している。

2, 3の例をあげれば，復水脱塩器の機能が完全でな

いと炉給水の純度が下がり，したがって炉水の純度が

下がる。炉水の純度が下がれば浄化脱塩器の負荷が増

加して樹脂の劣化が早くなり，比較的早くこれを廃棄

せねばならない。また廃棄物フィルタがうまく作動し

ないで，しばしば逆洗して炉材の交換を必要とするよ

うになったとすると，この逆洗水はまた結局は廃棄物

系に流入し，廃棄物フィルタ自身の負荷を増加させる

ことになる。かりに廃棄物脱塩器の機能が充分でない

と，廃棄物系統から再使用のため復水系統にもどす水

の量が減り，海洋投棄する量が増すため，これを補充

する脱塩水を作る補給水脱塩器の負荷が増す。このよ

うに一部の装置に故障があると，その影響が広く波及

する。

これらの水処理系統には特に本質的な困難はないの

であるが， 上記のように相互の関係が密接であるの

と， トラップやフィルタ等の分解掃除の時放射線レベ

ルが高く（といっても数mrem/hr)，放射線遮蔽内の

狭いコンパートメントで作業せねばならないのでやり

(278) 

にくい。

5. 燃料交換

試運転終了後原子炉から 3本のペレット型燃料アセ

ンプリを取り出し，代わりに 2本のスウェージ型燃料

アセンプリと 1本の計装燃料アセンプリ（流量計，熱

電対がついている）を挿入した。燃料交換の最初のス

テップは原子炉容器頭部の取外しである。容器頭部の

放射化による放射線レベルは作業上ほとんど支障ない

程度であった。燃料交換の方式は原子炉水位を上昇さ

せて水を遮蔽体とし，格納容器の天井旋回クレーンに

より移送用コフィンを吊って，炉と貯蕨フ゜ールとの間

の燃料移動を行なうもので，コフィンの位置ぎめ，ツ

カミの着脱等は操作員の見当にたよるので若干の熱練

を要するが， 常に燃料を應視できるので確実性はあ

る。旋回クレーンの安全度は最も重要であるので，作

業に先立って荷重試験，インターロック回路の点検を

行なう（たとえばコフィンを吊ったクレーンが炉心の

真上に来ると，制御棒は全部自動挿入され，臨界にな

っている炉心に燃料を追加するのを避ける等の保護回

路がある）。操作員は燃料フ゜ール内で実物大の模擬燃

料により，操作の練習とコフィンの試験を行なってか

ら，実物の操作にかかる。燃料取り出しについて述べ

ると，コフィンを炉心上に吊り下げて所定のレベルま

で水に漬ける。コフィン自蔵のウィンチで燃料を内部

に吊り込み，コフィンの底を閉じて水漬けになった燃

料をそのままプールに移動し，底を開いてウィンチで

燃料を所定の格納棚に納める。新燃料を炉心に挿入す

る場合は上記の反対のことを行なう。いってみればこ

れだけのことであるが， 水中に数m 吊り下がった燃

料を，正確に所定位置に円滑に挿入するのは，いうほ

ど簡単ではなく，多少の忍耐力と予想していたより長

い時間を必要とする。しかしこれは熟練度に依存する

面が多いので，現在までの経験だけから作業能率を論

ずるのは早計であろう。燃料が所定位置に挿入された

ことを確認した後，容器頭部を取り付けて各部分の桶

洩を点検するため水圧試験を行なう。水圧試験に先立

って容器をフランジ材の NDT温度より33°c高い 86

ocまで暖房用蒸気によって加熱し，加圧は非常用給

水ボンプによって行なう。特に頭部フランジの0リン'

グ制御棒軸シール部の涸洩の有無に注意する。新しい

燃料を挿入した場合は，停止反応度マージン等の反応

度特性を試験してから運転を開始する。
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6. 点検調整

常時運転している機器，計器，制御器等は故障の発

見が早いが，非常の場合だけ作動する保護装置，安全

装置，予備機器等は定期的に点検を行なって，常に確

実に作動しうる状態に置いておくことが必要である。

点検の内容はつぎのようなものである。

(1) 機器の自動起動の確認

(2) 電気的インターロックの確認

(3) 計器の設定点の確認

(4) 予備機の運転

(5) 非常事態を模疑して保護装置が作助するかどう

かの確認

これらは燃料交換のための停止期間（大体年に 1回

程度）に全系統にわたって徹底的に行なうが，特に軍

要なものは簡単な試験を頻繁に行なう。その頻度は

毎 日 非常用ディーゼル発電機起動試験，ター

ビンバイパス弁作動試験，中性子計装のスクラム信

号発生点確認，スクラム用空気弁の作動時間遥れの

測定，タービンソレノイド・トリップ試験，主塞止

弁作動試験。

毎週 タービンターニング，タービン補助油ポ

ンプ自動起動，タービン非常調速器エクササイザ，

抽気逆止弁試験，消火ボンプ自動起動試験，発電機

ブラシ点検，電池点検等。

毎月 2次バイパス弁（原子炉高圧で作動する

逃し弁）試験，高圧ボイズン系試験，格納容器隔離

7. 補修作業

運転開始後日も浅いので，故障修理の状態を統計的

に整理して示すことはできない。計器の調整と放射線

下の作業についてのみ断片的ではあるが触れておく。

中性子計器は炉心の燃焼が進むにつれて中性子分布

が変わってくるので，熱出力と比較して時々較正する

必要がある。増幅器の感度は変えず，カウンタ・ヘッ

ドの位懺を調整して行なっている。これは原子炉が全

出力近くで運転中に実施する。ケーブル雑音でスクラ

ムさせたりするのはつまらないから，接続部の防湿等

には注意を要する。

プロセス関係の計器では，同じ現象を 2つ以上の計

器で測定し，それぞれに別の機器（たとえば警報とス

クラム）を行なわせている場合は，特に較正をよく行

なっておかないと（警報なしでスクラムするような）

チグハグな動作をするおそれがある。

弁のグランド，フランジ部からの蒸気の漏洩を絶無

にすることは不可能で，運転中の増締めが必要になる

場合がある。蒸気管のある部屋は立入り時間制限の目

的で施錠しているが，このため監視の程度が他の部分

より少なくなり，故障の発見が遅れ勝ちになるがやむ

をえないであろう。現在までのところ蒸気中に核分裂

生成物は認められないので，蒸気の揺洩のある場所で

の修理作業も，衣服と靴の交換だけで実施している。

む す び

弁試験，格納容器・炉心スプレ系のポンプ・電動弁 約半年間の JPDRの運転を通じて，いわゆる Con-

の自動作動試験，非常用給水ポンプ試験，閉回路冷 ventionalと称せられる部分に意外に問題が多いのを

却系ポンプ自動起動，空気圧縮機自動起勁，直流系 痛感する。他の技術分野で蓄積された知識の原子力分

統機器試験，低圧ポイズン系ボンプ試験，放射線モ 野への正しい適用が，運転と限らず劫力炉の発達の重

ニタ検定等。 要な側面であると考える。

大体上記のような規準で実施しているが，運転状態

によってはできないものもある。異常を発見した場合

は必要な調整を行なう。

末筆ながら本稿の作成についてご便宜を賜わった日

本原子力研究所動力炉管理部の諸氏に感謝します。

(1964. 6. 原子力学会誌掲載）

(279) 
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遮蔽理論における中性子の取扱い

片 岡 巌＊

放射線遮蔽理論における中性子に対する考え方の特

長と，その取扱いの現状を述べる。会員，特に遮蔽以

外の分野で中性子理論を扱っておられる会員による研

究協力や助言は従来からも得られたが，この報告が，

こうした問題に関心を持つ会員が増える 1つの端緒に

なれば幸いである。理論に限定しても包含される分野

は広い。ここでは著者が直接たずさわった部面に重点

を置いて述べることにする。

我国の遮蔽研究の現状では，ガンマ線関係の実険が

多く，中性子に関する実験は少ない。すでに稼働中の

原子炉や加速器， それに遮蔽実験のために建設中の

JRR-4が活用され， 測定器や測定技術が開発されて

中性子遮蔽に関する実験的研究が広く行なわれる動き

は，やっと始まった所であると云えよう。さらに，大

型計算機の利用経験も 1, 2年に過ぎない我国では，

独自の理論的発展も今後に残されている。こうした時

期に，遮蔽理論における中性子の取扱いについて会員

の討論の機会が得られる意義は小さくないと思われ

る。

米国の13人の研究者によって遮蔽の基本的問題点の

検討が行なわれた！）。 それらも興味ある問題ではある

が，ここではやや異なった面から遮蔽理論での中性子

の扱いを展望する。すなわち，

1. 放射線遮蔽で対象となる中性子の特長， 問題

点。

2. 中性子の「深い透過」についての理論。

3. 組分け拡散法および除去理論について。

の順序で述べる。線源としてはおおむね核分裂線源が

想定されており，現象としては透過減衰が主となる。

その他の問題，例えば高エネルギ中性子の扱い，中性

子散乱，ダクト等の不連続部における中性子の振舞い

など興味ある問題も多いが，これらは別の機会に報告

があることと思うのでここでは触れない。

§原子炉の遮蔽において，それ自身が人体に対する

線量に多く寄与するとして問題になるのは速い中性子

＊ 原子力船部

である。しかし乍ら，一方では遅い中性子と遮蔽構造

材との反応による，いわゆる 2次ガンマ線が原子蔽遮

体外での線量の大部分を占めるのが実情である。この

ため，遮蔽体内での中性子の空間的なエネルギ分布を

も知る必要が生ずる。

所で，遮蔽問題での中性子の振舞いが，炉心におけ

る中性子の行動と相違する大きな点は，線源から問題

としている点に至る透過距離が長いことである。この

「深い透過」 (deeppenetration) が遮蔽問題に現れ

る中性子の第 1の特長である。

つぎに，遮蔽体を構成する原子の断面積のエネルギ

依存性，特に水素の断面積が中性子のエネルギが低下

するに従って急激に大きくなるために，深い透過を行

なうのは速い中性子である。これ等は非衝突中性子，

または極めて小角度の散乱を経た中性子であるため，

長い透過後の速中性子の運動方向は，前方に鋭いビー

クをなす。（「非等方性」）

深い透過，運動の非等方性ならびに散乱の非等方性

によって， age理論もしくはこれに基ずく種々の理論

ならびに組分け拡散理論は，この種の中性子に対して

満足すべきものとは云えなくなる。このようにして，

中性子の深い透過を扱う理論が登場する。

遮蔽体内での速い中性子の衝突が急激なエネルギ低

下を生ずる事実に留意しつつ，中性子の運動の非等方

性を重祝すると除去理論に到達する。この場合の解は

線源から外方に向って順次独立に求められる。

速い中性子が一旦減速を始めると急激にエネルギが

低下し吸収される。速中性子の自由走行距離に比較し

て，減速距離ならびに遅い中性子の拡散距離が極めて

小さいので，遅い中性子の分布はその媒質に応じた一

種の平衝状態に達する。この場合，遅い中性子の局部

的な変動はあるにしても，絶体的な値は，その点の極

めて近傍での速中性子束の量によつて決まる。こうし

て遅い中性子の理論的な扱いは，通常の，例えば組分

け拡散法などによって行なえる。

また遮蔽体内での中性子の減衰量は，場合によって

(281) 
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様に低エネルギでのエネルギスペク

トルが，また別に角分布もよく一致

することが示されている。船舶技研

に設置された計算機 (NEAC2206) 

用に NIOBE相当のコードを作製

し，数値実験を行なったが，高いエ

ネルギの中性子の深い透過には満足

すべきものではない。現在，韮礎式

の扱い自体にも検討を加えている。

しかし乍ら， Legendre展開項を

さらに増加する方向で問題を解決し

ようとするのは，計算時間の飛躍的

な増大を招いて実際上実行不可能と

なる。展開項数を無限大として解析

的に解こうとすることに相当するの

異なるのは云うまでもないが，原子炉では108~1014に

も達する。理論の適否，もしくは使用する核データの

僅かの誤差も結果に大きな差となって現らわれること

が知れよう。

§中性子の深い透過において非等方性が顕著となる

ことはすでに述べた。ここで，よく行なわれる，中性

子束の Legendre展開について検討しよう。すなわ

ち，

2l+l 
<j>(z,μ,u)= L~4'f!-¢>i(z,u)Pi(µ) 

しかるに中性子束の方向性が極度に強くなると，その

方向成分は o(μ-1) に近ずく。ところが，

叫 ー1)＝こ2l+1 —-Pi(µ) 

であるから Legendre展開の高次の項が小さいとし

て無視することが困難になる。 したがって， Legen-

dre展開の低次の項を取った理論式は，深い透過の問

題には適用し難いわけである。事実， E近似は，距

離 Zが， z<2TIDの場合に適用される。同様にし

て，小さい nの Pn法（および原理は異るが Sn法

も）極めて深い透過の問題の解法としては満足すべき

ものとは云えない。

この様な展開項数を増加させる方向の 1つの試み

に， NIOBEコードに採用された解析法がある。 Le-

gendre展開項数は 13まで，方向メッシュは 16まで

とれる。

ORNLでの実験結果との比較によると2)Fig. 1の

(282) 

が Wickの方法3) である。これよ

りやや近い距離を扱うのが Bethe等の方法4)であ

る。上述の 2つの方法では断面積が一定もしくは，単

調変化であるとした。エネルギによる断面積の変化も

採り入れたのが Holte5) の方法であるが，これらの

方法は実際の遮蔽問題に適用し難い様である。しかし

乍らこれらの解法によって，極めて深い透過での中性

子の振舞いについての一般的傾向，例えば中性子の減

衰が指数関数型に近づくことを始めとして多くの知識

が得られた。

Spencer, Fanoの moment法6)は無限媒質との

制限はあるが，遮蔽計算に適用されて，エネルギスペ

クトルやその空間分布について多くの資料を提供し

た鸞殆んど唯一の Boltzmann方程式の解法であ

る。

Monte Carlo法も， 深い透過の問題を扱うことの

できる可能性を持った方法である。幾つかの計算例は

あるが，透過距離が長くなるにつれて統計的誤差が増

大する。これを減少させる技法も提案され，それらの

比較も行なわれている8)。その他， ConditionalMon・ 

te Carlo法9)や，解析的な推定を組み合せた方法10)な

ども有望であろう。

一般にある物体層での放射線の透過散乱を記述す

る operatorを H とすると， 多重層での operator

は， H=HnHn-1•… ••H2 凡で表わされることは早く

から知られていた。このHの具体的内容と，それを求

める方法が種々考えられる。 TransmissionMatrix1D 

が試みられ，また MonteCarloを利用する応答 Ma-

tr!x法12)はガンマ線には成功したが，中性子に対して
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は今の所，速い中性子に対してのみ適用されている。

§以上述べて来たのとはやや異った立場がある。す

なわち速い中性子群 (removalgroup)を除去理論で

扱い，それ以下の中性子群を組分け拡散法で計算する

方法である。組分け拡散の技法および核データは炉心

計算のものと共用できる。従って除去理論の考え方

と，拡散群への接続が新しい課題となる。この解法は

設計に広く用いられている。

さきに述べたように，深い透過では中性子束が指数

関数的に減衰することが示された。また，速い中性子

が遮蔽体中の原子と衝突した場合，拡散群に減速され

る過程を考慮していわゆる removalcross section 

の考え方が生ずる。 removalcross sectionを，

ar(E) = ain(E) +aa(E) +ae(E)(l一μ(E))

とするのが AVERY等13)の方法である。遮蔽体内で

の熱中性子束は，実測値とよく一致した。また remo-

val groupのエネルギスペクトルを， moment法に

よる計算値と比較したのが Fig.2である14)。
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また水中での点減衰核を使用して，体積線源にわた

って積分する方法も広く行なわれる。

Albert-Welton18)，その改良式19)の他，距離の指数

関数の 2項ないし， 3項の和で近似する方法も行なわ

れる。この係数を一種の修正された removal cross 

section と云うことがある。

多数組拡散による熱中性子束を，点減衰核による計

算値で補正する方法20)および Pn,Sn法に適用してや

や一般化した計算法21)もよい結果を示す。

最後に，遮蔽理論に関連する核データの整備の問題

に触れたい。高速計算機の利用に伴って，遮蔽の理論

計算に採り入れられる現象が増大し，要求される核デ

ータも高度のものになりつつある。我国でもシグマ委

員会が発足し， 国際機関と協力して活動が始められ

た。遮蔽に関係する会員もこれに参加しておられるの

で，これらの希望も伝えられることとは息うが，遮蔽

研究者としても協同して必要なデータのリストアップ

を行ない， 委員会に積極的に働き掛ける必要があろ

ぅ。
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